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これまで、均等犠牲説分析は、Mercus Berliant and Miguel Gouveia,Tapan 


















































の相続人を Hh ･･･1 とするが、当該国家は高所得者集団と低所得者集団とからなるとする。
本章で示す以下の個人についての要素についてこの区別を明記しないがこのことに問題は
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